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（證券コード 6416）
令和元年６月12日

株 主 各 位
　

東京都大田区矢口一丁目５番１号
桂 川 電 機 株 式 会 社
取締役社長 渡 邉 正 礼

　

第74回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討願いまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示
いただき、令和元年６月26日（水曜日）午後５時15分までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１．日 時 令和元年６月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都大田区下丸子四丁目21番１号 当社下丸子本社会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください）
３．会議の目的事項
報告事項 1. 第74期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第74期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
○招集通知添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kiphq.co.jp/）に掲載させ
ていただきますのでご了承ください。
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(添付書類)
　

事 業 報 告
(平成平成3031年年４３月月１31日から日まで)

　
Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果
　当連結会計年度（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）におけるわが国経済
は、相次いだ国内の自然災害や中国経済の減速に伴い生産、消費、輸出などが中心に経済は
下振れしたものの、雇用・所得環境の改善などを背景に景気は緩やかな回復基調で推移いた
しました。
　一方、世界経済は総じて堅調に推移したものの、米中貿易摩擦や英国のEU離脱問題の影
響により世界経済は中国を中心に減速傾向が強まっており、先行きは不透明な状況で推移い
たしました。
　こうした環境下にあって当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）は、長年培ってき
た電子写真技術を駆使した昇華転写プリンタやセラミック用途向けデカールプリンタを開
発、新たな分野への改革と付加価値の高い製品として、新規市場への参入を図り、将来的に
は主要な製品群のひとつとして売上げに大きく貢献できるよう、各種展示会等に出展するな
ど普及に努めて参りました。
　一方、競合他社との企業間価格競争は依然として激化しており、現行のモノクロ機や利益
率の高いパーツ・消耗品も前年度の売上げを下回る結果となりました。また、今年度より販
売開始を予定していた大判型カラープリンタは、開発において時間を要してしまい販売まで
に至らず、北米市場及び欧州市場への導入が来期へと遅れたことも売上げが大きく落ち込む
要因となりました。
　このような結果、当社グループにおける当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比
して12.3%減少の81億86百万円（前連結会計年度は93億38百万円）と大きな減収となり
ました。
　利益面につきましては、売上高の大きな減収に加え、原価の改善を強く推し進めて参りま
したが、大きく低減出来るまでには至らず、諸経費の削減に努めたものの、当連結会計年度
の営業利益は６億15百万円の営業損失（前連結会計年度は６億20百万円の営業損失）、経常
利益は営業外収益に為替差益10百万円を計上したこと等により６億４百万円の経常損失
（前連結会計年度は５億43百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は特別損
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失に子会社の減損損失１億28百万円を計上したことから７億33百万円の親会社株主に帰属
する当期純損失（前連結会計年度は５億87百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）と
いずれも損失を計上する結果となりました。
なお、当社グループの事業は、画像情報機器事業の単一セグメントであるため、セグメン

トごとの記載を省略しております。
　
２．設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は１億30百万円で、その主
なものは、建物及び構築物１百万円、機械装置及び運搬具14百万円、工具器具備品72百万
円であります。
　なお、当連結会計年度の設備投資の所要資金は自己資金で賄っております。
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３．資金調達の状況
　当連結会計年度においては、重要な資金調達はありません。

　
４．財産及び損益の状況

（単位：百万円）
　

期 別
項 目

第71期
平成28年３月期

第72期
平成29年３月期

第73期
平成30年３月期

第74期
平成31年３月期
（当連結会計年度）

売 上 高 10,640 10,694 9,338 8,186
経 常 利 益 △649 △1,182 △543 △604
親会社株主に帰属する当期純利益 △804 △1,056 △587 △722
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △52円51銭 △68円95銭 △38円33銭 △471円38銭
総 資 産 13,093 12,390 10,432 9,242
純 資 産 9,435 8,210 7,571 6,762

　

（注）1. 第71期において経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が減少した主な理由は、企業間競争の激
化による販売価格の下落や欧州市場の販売体制の再構築に向け時間と費用を要していること等による
販売費及び一般管理費の増加等によるものであります。

2. 第72期において経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が減少した主な理由は、受注対応による
物流搬送費用の増加等により原価が大幅に増加したためであります。

3. 第73期において経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が増加した主な理由は、上記のとおり前
期においては受注対応による物流搬送費用の増加等がありましたが、当期に影響はなかったためであ
ります。

4. 当連結会計年度の状況につきましては、前記「１．事業の経過及び成果」に記載のとおりでありま
す。

5. △は、損失を示しております。
　
５．対処すべき課題
　当社グループにおける経営環境は、今後も競合他社との企業間競争の激化や為替の変動、
部材等の価格高騰などにより、当社グループの業績において受ける影響は大きく厳しい状況
で推移するものと見ております。
　このような状況のなか、当社グループと致しましては、国内・海外の事業の選択と集中を
さらに進め、安定的で収益性の高い事業の維持を目指し、今後成長が見込める分野や市場の
開発・進出も積極的に推進してまいります。また、海外販社及び関連会社の再組織化を行
い、物流・販売・サポート体制を一新し、年次毎に各社業績の向上効果を確認しておりま
す。今後も業績向上のため必要な再編と投資を実施し、当該事象又は状況を早期に改善、解
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消すべく、グループの収益力向上及び財務体質強化を図り、安定した経営基盤を築くために
取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜りますようお願い
申し上げます。

６．重要な子会社の状況
（1）重要な子会社の状況

　

名 称 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

台湾三桂股份有限公司 台 湾 省 桃 園 縣 50,000千台湾元 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の製造・販売

株式会社ケイアイピー 東 京 都 大 田 区 50,000千円 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の保守・販売

KIP America, Inc. Michigan U.S.A. 2,521千米ドル 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の販売

KIP Europe Holding S.A. Saclay France 15,374千ユーロ 100.0％ 持株会社

　
（2）事業年度末日における特定完全子会社の状況
特定完全子会社に該当する子会社はありません。
　

７．主要な事業内容
　

事 業 別 主 要 な 製 品
画 像 情 報 機 器 事 業 大判型デジタルプリンタ他
　
８．主要な営業所及び工場

　

名 称 所 在 地
本 店 東京都大田区
下 丸 子 本 社 東京都大田区
中 条 工 場 新潟県胎内市
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９．従業員の状況
　

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減（△）
画 像 情 報 機 器 325名 △16名
全 社 （ 共 　 通 ) 28名 ―名

合 計 353名 △16名
　

（注）1. 従業員数は就業人員数であります。
2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属
しているものであります。

　
10．主要な借入先
　該当事項はありません。

　
Ⅱ　会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数 4,827千株（単元株式数100株）

２．発行済株式の総数 1,552千株

３．株主数 634名
　
４．大株主（上位10名）

　

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
株 式 会 社 三 桂 製 作 所 517 33.7
渡 邉 正 礼 149 9.7
秋 元 利 規 102 6.6
三 桂 興 産 株 式 会 社 67 4.3
池 田 公 子 60 3.9
湯 藤 大 惠 子 60 3.9
篠 原 美 枝 子 58 3.8
柳 澤 二 郎 56 3.6
渡 邉 恒 子 43 2.8
I N T E R A C T I V E B R O K E R S L L C 42 2.7
（注） 持株比率は、自己株式（20,469株）を控除して計算しております。
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Ⅲ　会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の状況

　

会 社 の 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

社 長
（代表取締役） 渡 邉 正 礼

株式会社ケイアイピー 代表取締役社長
桂新電機株式会社 代表取締役社長
台湾三桂股份有限公司 董事長
KIP America,Inc. 取締役会長
KIP Business Solution Korea Ltd. 代表取締役社長

常 務 取 締 役 朝 倉 敬 一 （販売管理
モーションデバイス事業 ）本部長

取 締 役 佐 合 有 司 グローバルセールス＆マーケッティング本部長
KIP Europe Holding S.A.取締役社長

取 締 役 嶋 崎 壽 夫 業務管理本部長
事業戦略推進室長

取 締 役 橘 高 英 治 技術開発本部長
先行技術研究本部長

常 勤 監 査 役 山 下 晃 弘

監 査 役 太 田 義 弘 株式会社三桂製作所 専務取締役
新潟三桂株式会社 取締役

監 査 役 秋 元 弘 光
　

（注）1. 監査役太田義弘氏及び秋元弘光氏は、社外監査役であります。なお、当社は、株式会社東京証券取引
所に対して、太田義弘氏及び秋元弘光氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

2. 当社においては、月に２回の取締役会を開催しており、当社事業に精通した社内出身者である取締役
により議案に対する審議を尽くすことを通じて実質的な監督機能を十分に果たしております。社外取
締役の就任によって、その機動性が損なわれ、監督機能が低下する可能性があります。また、画像情
報機器に関する高度な専門知識が必要な内容を取締役会の場で議論しており、社外取締役の就任によ
って、意思決定の迅速性を阻害される可能性があります。 一方、当社としましては、当社経営者か
ら独立した立場からの経営への助言や監督を強化するための社外取締役の選任のメリットについても
認識し、現在、社外取締役の選任に向けて適任者の選定を行なっております。現時点で法令上の要件
を充足し、かつ、当社事業を理解し経営への助言や監督の任務を遂行しうる適任者の方の選定に至っ
ておりません。現状において当社が求める的確性を欠く方を社外取締役に選任することは、当社経営
に悪影響を与える可能性があり、相当でないと判断しております。

２．責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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３．取締役及び監査役の報酬等の総額
　

人 数 報酬等の総額
取 締 役 5名 53,771千円
監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3名
（ 2名）

6,900千円
（1,200千円）

合 計 8名 60,671千円
　

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期増加額（取締役 ― 千円、監査役 ― 千円（うち社
外 ― 千円））が含まれております。

　
４．社外役員に関する事項
（1）取締役
　該当事項はありません。

　
（2）監査役 太 田 義 弘
ⅰ．重要な兼職先と当社との関係
監査役太田義弘氏は、株式会社三桂製作所の専務取締役であり、同社は当社の大株主
であります。また、新潟三桂株式会社の取締役であり、当社は同社より建物を賃借し
ております。

ⅱ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ⅲ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会･監査役会等重要会議に出席し、必要に応じ、議案審議等
に関して適宜発言を行っております。
　

（3）監査役 秋 元 弘 光
ⅰ．重要な兼職先と当社との関係
該当事項はありません。

ⅱ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ⅲ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会･監査役会等重要会議に出席し、必要に応じ、議案審議等
に関して適宜発言を行っております。
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Ⅳ　会計監査人に関する事項
１．会計監査人の名称
　有限責任監査法人 トーマツ

　
２．会計監査人の報酬等の額

　

支 払 額
① 当社が支払うべき報酬等の額 32,500千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,500千円

　

（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度
の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区別できないことから、上記①
の金額はこれらの合計額を記載しております。

　
３．非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を委託しており
ません。

　
４．子会社の監査の状況
　当社の子会社のうち、台湾三桂股份有限公司、KIP America, Inc.、KIP Europe
Holding S.A.、KIP UK Ltd.、KIP Deutschland GmbH.、KIP Europe S.A.S.、
CLIFFORD WALD & COMPANYの在外連結子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人
（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者）の監査 (会社法または金融商品取
引法に相当する外国の法令に基づく監査）を受けております。

　
５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしくは不再任の
決定を行います。
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Ⅴ　会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制について、下記のとおり決
議しております。
①当社は、法令等の遵守体制の根幹となる行動規範を定め、当社取締役及び従業員が当社の
事業活動のあらゆる面において法令を遵守し、かつ実践するように周知徹底する。
　また、その徹底を図るため、内部監査室により、監査役と協同して、法令遵守への取り
組みを横断的に統括することとし、必要に応じ委員会等を設置してこれにあたる。
②内部監査室は、全社的な内部統制システムの整備方針及び計画を策定し、取締役と共にそ
れを実行し、また監査役と連携の上、社内の法令遵守の状況を監督する。

　
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、当社保有の情報資産を適切に保護するための必要な方策を定め、法令及び文書管
理規程等に基づき、取締役会議事録、稟議書、その他重要な会議の議事録等、取締役の職務
の執行に係る情報を、文書または電磁的媒体に記録し、保存し、管理する。

　
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①損失の危険の管理（以下「リスク管理」）の基本方針は取締役会で決定する。取締役及び
従業員は、経営環境、法令遵守、災害、品質、情報セキュリティ、個人情報の管理等、当
社の経営に重要な影響を及ぼすリスクに対し、必要な体制、規程、マニュアル、ガイドラ
イン等を整備し、リスクの低減に努める。
②リスク管理は全社を通じて体系的に行い、主要なリスクは継続的に監視し、かつ定期的に
検証することのほか、発生したリスクに関しては、適法、適切かつ迅速に対処する。
　また、新たに生じたリスクを発見した場合には速やかに取締役会及び監査役会に報告す
る。
　報告を受けた取締役会は速やかに対応責任者となる取締役を定め、必要に応じ、当該リ
スクに対する対策委員会を設置する。
③法令遵守を含めた統括的なリスクの監視及び対応は、内部監査室がその責において行い、
日常的業務のリスク管理は、当該リスクの発生可能部署の部門長の監視下において行う。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会は、経営の基本
方針を定め、全社的な経営戦略の立案、中期計画及び年度計画を策定すると共に、各部門
の業務執行状況を監督する。
②経営の基本方針、戦略、計画等に基づき管轄部門の管理目標及び方策を定め、目標達成の
ためにその実行を図る。また、当該目標が当初計画どおりに進捗しているか定期的管理を
行う。
③取締役会は、毎月１回以上定期的に開催するほか、適宜必要に応じて臨時に開催するもの
とし、取締役会規程により定められている事項については、取締役会に付議し、または稟
議規程に基づき稟議により決裁を得ることを遵守する。

　
(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社及びその子会社は、経営の独立性を保持し、法令等に照らして、適法、適正な企業活
動を行うものとし、相互間の取引等について、その公正性、透明性を確保するための体制
を整備、確保しております。
②関係会社管理規程に基づき、各子会社を担当する統括責任部門を定め、当企業集団の適
法、適正な管理を行い、また、子会社の内部統制システムの構築、整備を図り、当社及び
子会社間の内部統制に関する協議、情報の共有、指示、伝達等が効率的に行われる体制を
構築しております。

　
(6) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す
る事項
　監査役は、その職務を補助すべき従業員として、内部監査室、または監査役が必要と認め
る部署に、監査業務を補助するための専任または兼任の担当者を置くこととしております。

　
(7) 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の監査業務を補助する従業員は、当該監査業務に関して監査役の指揮命令に従い、
各部担当役員または管理者の指揮命令を受けない。
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(8) 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役または従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、会社の経営に重大な影響を
及ぼす事項、内部監査の実施状況、リスク管理に関する重要な事項、重大な法令違反、定款
違反、法遵守に関わる内部情報の状況及び内容、その他法遵守上重要な事項を速やかに報告
する。報告する事項及びその方法については、取締役会と監査役会との協議によるものとす
る。

　
(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役３名は常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成される。監査役は、取締役会ほか
重要な会議に常時出席し、取締役の職務執行に対して厳格な監督を行い、主要な稟議書及び
その業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役にその説明を求めておりま
す。なお、監査役は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから会計監査内容
について説明を受けると共に、情報の交換を行うなど連携を図っております。

　
２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　主な運用状況は以下のとおりであります。
①主な会議の運用状況として、取締役会は毎月１回以上定期的に開催いたしました。
②監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締
役社長及び他の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換等
の連携を図っております。
③内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の
監査、内部統制監査を実施いたしました。
④当社は警察との連携強化、反社会的勢力に関する情報収集を図るため、池上地区特殊暴力
防止協議会に参加しており、当社の総務部長が定例の研修会に参加いたしました。

　
　
　
　
　
(注) 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具 器 具 備 品
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
賃 貸 用 不 動 産
敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

6,298,485
2,348,543
1,345,456
1,295,010
77,404

1,129,283
222

142,532
△39,968
2,944,127
1,503,467
663,752
32,950
192,181
573,047
41,534
54,556
5,223
49,332

1,386,103
412,982
35,893
261,424
101,434
592,433
23,246
△16,412
△24,899

流 動 負 債 1,983,149
支払手形及び買掛金 1,216,745
１ 年 内 返 済 予 定 の
関係会社長期借入金 72,000
未払金及び未払費用 490,283
未 払 法 人 税 等 26,160
賞 与 引 当 金 49,972
設 備 関 係 支 払 手 形
及 び 未 払 金 29,534
そ の 他 98,452

固 定 負 債 496,687
関係会社長期借入金 144,000
繰 延 税 金 負 債 143,057
退職給付に係る負債 45,480
役員退職慰労引当金 128,914
そ の 他 35,235

負 債 合 計 2,479,836
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

7,701,639
4,651,750
298,864
2,864,874
△113,849
△938,862
42,215

△1,130,330
149,252

純 資 産 合 計 6,762,776
資 産 合 計 9,242,613 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,242,613
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連 結 損 益 計 算 書
(自平成至平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 8,186,002
売 上 原 価 6,034,304
売 上 総 利 益 2,151,698
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,766,739
営 業 損 失 （△） △615,041

営 業 外 収 益
受 取 利 息 10,228
受 取 配 当 金 4,195
不 動 産 賃 貸 収 入 20,519
為 替 差 益 10,811
雑 収 入 3,516 49,271

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,764
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 8,555
不 動 産 賃 貸 費 用 17,459
雑 損 失 4,067 38,847

経 常 損 失 （△） △604,617

特 別 損 失
減 損 損 失 128,703 128,703
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △733,320
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 57,207
法 人 税 等 調 整 額 △68,352 △11,145
当 期 純 損 失 （△） △722,175
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △722,175
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連結株主資本等変動計算書
(自平成至平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成30年４月１日残高 4,651,750 697,329 3,188,584 △113,827 8,423,836
連結会計年度中の変動額
欠 損 填 補 △398,465 398,465 ―
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 △722,175 △722,175

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） ―

連結会計年度中の変動額合計 △398,465 △323,710 △21 △722,197
平成31年３月31日残高 4,651,750 298,864 2,864,874 △113,849 7,701,639
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成30年4月１日残高 59,272 △1,050,458 139,079 △852,106 7,571,730
連結会計年度中の変動額
欠 損 填 補 ―
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 △722,175

自 己 株 式 の 取 得 △21

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △17,056 △79,872 10,172 △86,755 △86,755

連結会計年度中の変動額合計 △17,056 △79,872 10,172 △86,755 △808,953
平成31年３月31日残高 42,215 △1,130,330 149,252 △938,862 6,762,776
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Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社グループは、前連結会計年度に営業損失６億20百万円及び親会社株主に帰属する当期
純損失５億87百万円を計上しておりました。
当連結会計年度においても、依然として営業損失６億15百万円及び親会社株主に帰属する
当期純損失７億22百万円を計上している状況であること等から、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められるものと認識しております。
当社グループでは、各社業績の向上のため海外販社及び関連会社の再組織化を行い、物
流・販売・サポート体制を見直すなど、必要な再編と投資を実施し、当該事象又は状況を早
期に改善、解消すべく、グループの収益力向上及び財務体質強化を図り、安定した経営基盤
を築くために、以下の対応策に取り組んでまいります。
　
（1）収益構造の改善
① 国内外の販売会社を含めた営業体制及び営業活動の強化を図り、グローバル市場で
の売上規模の拡大及び新興国への拡販強化を実施してまいります。

② 仕入原価の低減や物流コストの低減など、変動費の削減を強化してまいります。
③ 管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を引き続き強化してまいり
ます。

④ 徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化してまい
ります。

（2）生産構造改革
① 製品等の部材調達につきましては、国内及び海外での部材調達の最適化を目指しコ
スト削減を図ってまいります。

② 製品の生産工場及び生産工程等につきましても、国内及び海外での合理化を図り、
コスト削減を実施してまいります。

（3）技術開発の情報の共有化
当社の開発部門においては、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計
者との多様な設計情報を共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売
れ筋の製品を出すかという課題の中、新製品の開発力の向上とタイムリーな市場投入
をさらに強化するとともに、開発計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施し
てまいります。また、モノ作りに関する人材・技術双方の育成と創造にも努めてまい
ります。
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個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識
のもと、その投資内容をより一層厳選し、重点的な投資を実行してまいります。

（4）組織体制の見直し及び人員削減等による合理化
① 事業規模に応じた経営の効率化を図るうえで、人員体制の機動的な対応に向け、必
要に応じて組織体制及び人員配置の更なる見直しを実施してまいります。
また、経営戦略や経営目標の実現、達成に向け、経営資源の一つである人材の能力
を高めるための人事施策として、従業員のビジネススキルや仕事に対する動機付け
の向上などを教育や訓練を通して実現し、仕事の質そのものを向上させるよう人材
開発に取り組んでまいります。

② 役員報酬及び管理職の賞与について、減額を引き続き実施してまいります。

（5）新規事業等の開拓
当社は、新たな収益源の確保を目的に、本業の拡大を図りながら多岐に渡り新規アイ
テムを模索し、幾つかのアイテムにおきましては、具体的な検討も行ってまいります。
現在、製品の用途拡大、多様化への対応のため、既存技術、先行技術およびシステム
の導入、応用を行い、繊維、セラミック、建材用途などの素材への加工製品として工
業・産業分野への用途拡大と新規市場への参入を図るべく、当社が長年培ってきた電
子写真技術を駆使した昇華転写プリンタやセラミック用途向けデカールプリンタとし
て新たな分野への改革と付加価値の高い製品として、普及に努めております。更に中
期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネ
スアプリケーションに挑む方向で具体的な組織づくりを行ってまいります。また、長
期的には他分野での事業展開を行なう上で、技術パートナーとの協調も視野に入れる
等、より広い分野での更なる検討を進めてまいります。

（6）固定資産の有効活用
生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力し
てまいります。設備投資につきましては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要
となり、初期投資だけでない維持・運用のための財務的な負担も考慮し、自社の設備
保全に要するコストを削減し、かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を
向上させる方法を検討してまいります。
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（7） 資金繰りについて
当社グループは、事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資
金の安定的な確保と維持に向け、グループ内の資金を最大限に有効活用してまいりま
す。現状におきましては、厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はない
と判断しております。なお、取引金融機関に対しましては、引き続きご協力を賜りま
すよう協議を進めてまいります。

以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、
積極的に実施してまいります。
現在、これらの対応策を進めておりますが、これらの改善策を実施してもなお、当社グル
ープにおける今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済環境に左右さ
れ確信できるものではなく、また、売上高の回復が資金計画にも重要な影響を与えること等
から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前
提に関する重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映しておりません。
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Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 　9 社
連結子会社の名称 台湾三桂股份有限公司

株式会社ケイアイピー
KIP America, Inc.
KIP Europe Holding S.A.
KIP UK Ltd.
KIP Deutschland GmbH.
KIP Europe S.A.S.
KIP ITALIA S.R.L.
CLIFFORD WALD & COMPANY

　
（2）非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称 桂新電機株式会社
KIP Business Solution Korea Ltd.
KIP TAIWAN.CO,LTD．

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

　
２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社の数及び名称

持分法適用の非連結子会社数 １社
持分法適用の非連結子会社の名称

KIP TAIWAN.CO,LTD．
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（2）持分法適用の関連会社の数及び名称
持分法適用の関連会社数 ２社
持分法適用の関連会社の名称 KIP（HONG KONG）LTD．

KIP Asia Co,Ltd.

（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
非連結子会社の名称 桂新電機株式会社

KIP Business Solution Korea Ltd.
（持分法を適用していない理由）
　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社である桂新電機株式会社、KIP
Business Solution Korea Ltd.は、その当期純損益の持分相当額及び利益剰余金等の
持分相当額の連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外
しております。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である台湾三桂股份有限公司、KIP America, Inc.、KIP Europe Holding
S.A.、KIP UK Ltd.、KIP Deutschland GmbH.、KIP Europe S.A.S.、KIP ITALIA
S.R.L.、CLIFFORD WALD & COMPANYの決算日は12月31日であります。
当連結会計年度の連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

　
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
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② デリバティブ
時価法

③ たな卸資産
製品
当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は主として先入先出法
による低価法
仕掛品
当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は先入先出法による原
価法
原材料
当社及び国内連結子会社は総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は総平均法による原価法
商品・貯蔵品
当社及び国内連結子会社は最終仕入法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は最終仕入法による原
価法

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
在外子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ５年～50年
機械装置及び運搬具 ５年～７年
工具器具備品 ２年～10年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却額と見込
販売可能有効期間（３年～10年）の定額法のいずれか大きい額を償却しております。
顧客リスト（無形固定資産その他）は20年間で均等償却しております。

③ 賃貸用不動産
平成10年３月31日以前に取得したもの
　定率法によっております。
なお、主な耐用年数は50年であります。

④ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。なお、在外連結子会社は個別に必
要と認めた金額を計上しております。

② 投資損失引当金
子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、その必要
額を計上しております。

③ 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額
を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理しております。

（5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子
会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用はそれぞれ期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて
おります。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　
(表示方法の変更)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省令第５号 平成30
年３月26日)を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の
区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．固定資産の減価償却累計額
　有形固定資産 6,409,514千円
　投資その他の資産（賃貸用不動産) 422,180千円

　
２．輸出手形割引高 21,007千円
　
３．期末日満期手形の処理

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、
期末残高に含まれております。
　受取手形 415千円
　支払手形 123,498千円

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 適 用

発 行 済 株 式
普 通 株 式 15,525,000株 ― 13,972,500株 1,552,500株

合 計 15,525,000株 ― 13,972,500株 1,552,500株
(注) １. 平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施して

おります。
２. 普通株式の発行済株式に係る減少13,972,500株は、株式併合による減少であります。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

　該当事項はありません。
　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
　該当事項はありません。
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Ⅴ．金融商品に関する注記
① 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。資金
運用については短期的な預金等に限定しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛債権管理規程に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券の内、上場株式については四半期ごとに
時価の把握を行っております。
　借入金の用途は主として設備投資目的の資金であります。

② 金融商品の時価等に関する事項
　平成31年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）現金及び預金 2,348,543 2,348,543 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,345,456 1,345,456 ―

（3）投資有価証券 115,287 115,287 ―

（4）敷金 592,433 579,870 △12,563

（5）未収還付法人税等 222 222 ―

（6）支払手形及び買掛金 （1,216,745） （1,216,745） ―

（7）未払金及び未払費用 （490,283） （490,283） ―

（8）未払法人税等 （26,160） （26,160） ―
（9）関係会社長期借入金
（一年内返済予定の関係会社長期借入金を含む） （216,000） （216,000） ―

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（5）未収還付法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。
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（3）投資有価証券
　これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によ
っております。

（4）敷金
　これらの時価については、主な建物設備の耐用年数と同一期間の国債利回りで割り
引いた現在価値により算定しております。

（6）支払手形及び買掛金、（7）未払金及び未払費用、（8）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（9）関係会社長期借入金（一年内返済予定の関係会社長期借入金を含む）
　関係会社長期借入金の時価については元利金の合計額を当該関係会社から新規に借
り入れた場合の帳簿価額と等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
区 分 連結貸借対照表計上額

関 係 会 社 株 式 297,694
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「（3）投資有価証券」には含めておりません。
　

Ⅵ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要
　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けてお
り、在外子会社の一部は、確定給付型の制度を設けております。
　また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務
の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。
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２．確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,187,647 千円
勤務費用 44,789
利息費用 10,500
数理計算上の差異の発生額 △70,175
退職給付の支払額 △99,416
退職給付債務の期末残高 1,073,347

　
（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 1,326,064 千円
期待運用収益 26,466
数理計算上の差異の発生額 △38,651
事業主からの拠出額 74,827
退職給付の支払額 △99,416
年金資産の期末残高 1,289,291

　
（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結計算書類に計上された退職給付に係る負債

及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 1,073,347 千円
年金資産 1,289,291
連結計算書類に計上された負債と資産の純額 △215,944

退職給付に係る負債 45,480
退職給付に係る資産 △261,424
連結計算書類に計上された負債と資産の純額 △215,944
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（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 44,789 千円
利息費用 10,500
期待運用収益 △26,467
数理計算上の差異の費用処理額 △15,628
確定給付制度に係る退職給付費用 13,195

　
（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま
す。
未認識数理計算上の差異 201,276 千円
合計 201,276

　
（6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり
ます。
未認識数理計算上の差異 200,849 千円
合計 200,849

　
（7）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
国内債券 85.9％
国内株式 11.5
その他資産 2.6
合計 100.0

　
②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分
と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。
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（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率 主として 0.9％
長期期待運用収益率 2.0％

　
Ⅶ．減損損失に関する注記

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
(1) 減損損失を計上した資産グループの概要

場 所 用 途 種 類
KIP Deutschland GmbH. 顧客関係管理 顧客リスト

　
(2) グルーピングの方法

当社グループは、管理会計上の区分として、継続的に収支の把握がなされている単
位でグルーピングを実施しております。

　
(3) 減損損失を認識するに至った経緯

減損損失を計上した資産グループについては、収益性が著しく低下したことによ
り、投資の回収が困難と見込まれるため帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減
少額を減損損失(128,703千円)として特別損失に計上しております。

　
(4) 回収可能額の算定方法

当資産の回収可能価額については、正味売却価額を零として算定しております。
　

(5) 減損損失の金額及び固定資産の種類ごとの当該金額の内訳
種類 顧客リスト 合 計
金額 　 128,703千円 　128,703千円
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　Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 4,414円26銭
１株当たり当期純損失(△) △471円38銭

(注) 平成30年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しておりま
す。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり当期純損失金額
を算定しております。

　

（注） 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及びそれらの注記の記載
金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和元年５月16日

桂 川 電 機 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 野 健 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 下 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、桂川電機株式会社の平成30年４月１日から平成
31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を
行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、桂川電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において営業損失及び親会
社株主に帰属する当期純損失を計上している。当連結会計年度においても、依然として営業損失６億15百
万円及び親会社株主に帰属する当期純損失７億22百万円を計上している状況であること等から、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理
由については当該注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このよう
な重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
一年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
設 備 関 係 支 払 手 形
設 備 未 払 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
長 期 預 り 保 証 金

858,221
333,310
247,264
72,000
16,292
75,188
14,920
41,736
14,504
237

42,764
349,300
144,000
5,387
5,928

125,964
68,020

流 動 資 産 2,388,277
現 金 及 び 預 金 909,681
受 取 手 形 11,162
売 掛 金 644,133
製 品 65,094
仕 掛 品 77,404
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 475,785
未 収 入 金 177,943
そ の 他 27,072

固 定 資 産 3,232,686
有 形 固 定 資 産 728,016
建 物 191,161
構 築 物 328
機 械 装 置 18,059
車 両 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 14,035
土 地 501,500 負 債 合 計 1,207,521
リ ー ス 資 産 2,930 （純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

4,371,226
4,651,750
298,864
298,864

△465,538
△465,538
△465,538
△113,849
42,215
42,215

無 形 固 定 資 産 19,594
ソ フ ト ウ ェ ア 2,450
リ ー ス 資 産 17,144
投資その他の資産 2,485,075
投 資 有 価 証 券 115,287
関 係 会 社 株 式 1,710,380
賃 貸 用 不 動 産 101,434
長 期 未 収 金 208,834
前 払 年 金 費 用 19,360
敷 金 561,944
そ の 他 1,565
貸 倒 引 当 金 △208,834
投 資 損 失 引 当 金 △24,899 純 資 産 合 計 4,413,441
資 産 合 計 5,620,963 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,620,963
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損 益 計 算 書
(自平成至平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 4,977,343
売 上 原 価 4,912,323
売 上 総 利 益 65,019
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 760,328
営 業 損 失 （△） △695,309
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,402
受 取 配 当 金 317,312
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 23,217
不 動 産 賃 貸 収 入 40,035
為 替 差 益 11,198
雑 収 入 3,208 396,375

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,331
不 動 産 賃 貸 費 用 26,058 28,390

経 常 損 失 （△） △327,324
特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 127,705 127,705

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △455,030
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,580
法 人 税 等 調 整 額 5,928 10,508

当 期 純 損 失 （△） △465,538
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株主資本等変動計算書
(自平成至平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平 成 30 年 ４ 月 １ 日 残 高 4,651,750 697,329 697,329 △398,465 △398,465
事 業 年 度 中 の 変 動 額
欠 損 填 補 △398,465 △398,465 398,465 398,465
当 期 純 損 失 （△） △465,538 △465,538
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 △398,465 △398,465 △67,073 △67,073
平 成 31 年 ３ 月 31 日 残 高 4,651,750 298,864 298,864 △465,538 △465,538
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平 成 30 年 ４ 月 １ 日 残 高 △113,827 4,836,786 59,272 59,272 4,896,059
事 業 年 度 中 の 変 動 額
欠 損 填 補 ― ―
当 期 純 損 失 （△） △465,538 △465,538
自 己 株 式 の 取 得 △21 △21 △21
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) △17,056 △17,056 △17,056
事業年度中の変動額合計 △21 △465,560 △17,056 △17,056 △482,617
平 成 31 年 ３ 月 31 日 残 高 △113,849 4,371,226 42,215 42,215 4,413,441
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Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社の業績は、海外子会社への売上比率が高いことから、財政状態及び経営成績は、海外
子会社の業績の影響を大きく受ける事になります。
当社は、前事業年度においては、営業損失４億41百万円及び当期純損失３億98百万円を
計上しており、当事業年度においても、依然として営業損失６億95百万円及び当期純損失４
億65百万円を計上している状況であること等から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められるものと認識しております。
当社は、収益力向上及び財務体質強化を図り、安定した経営基盤を築くために引き続き、
以下の対応策に取り組んでまいります。
（1）収益構造の改善
① 国内外の販売会社を含めた営業体制及び営業活動の強化を図り、グローバル市場で
の売上規模の拡大及び新興国への拡販強化を実施してまいります。

② 仕入原価の低減や物流コストの低減など、変動費の削減を強化してまいります。
③ 管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を引き続き強化してまいり
ます。

④ 徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化してまい
ります。

（2）生産構造改革
① 製品等の部材調達につきましては、国内及び海外での部材調達の最適化を目指しコ
スト削減を図ってまいります。

② 製品の生産工場及び生産工程等につきましても、国内及び海外での合理化を図り、
コスト削減を実施してまいります。

（3）技術開発の情報の共有化
開発部門においては、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計者との
多様な設計情報を共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売れ筋の
製品を出すかという課題の中、新製品の開発力の向上とタイムリーな市場投入をさら
に強化するとともに、開発計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施してまい
ります。また、モノ作りに関する人材・技術双方の育成と創造にも努めてまいります。
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個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識
のもと、その投資内容をより一層厳選し、重点的な投資を実行してまいります。

（4）組織体制の見直し及び人員削減等による合理化
① 事業規模に応じた経営の効率化を図るうえで、人員体制の機動的な対応に向け、必
要に応じて組織体制及び人員配置の更なる見直しを実施してまいります。
また、経営戦略や経営目標の実現、達成に向け、経営資源の一つである人材の能力
を高めるための人事施策として、従業員のビジネススキルや仕事に対する動機付け
の向上などを教育や訓練を通して実現し、仕事の質そのものを向上させるよう人材
開発に取り組んでまいります。

② 役員報酬及び管理職の賞与について、減額を引き続き実施してまいります。

（5）新規事業等の開拓
当社は、新たな収益源の確保を目的に、本業の拡大を図りながら多岐に渡り新規アイ
テムを模索し、幾つかのアイテムにおきましては、具体的な検討も行ってまいります。
現在、製品の用途拡大、多様化への対応のため、既存技術、先行技術およびシステム
の導入、応用を行い、繊維、セラミック、建材用途などの素材への加工製品として工
業・産業分野への用途拡大と新規市場への参入を図るべく、当社が長年培ってきた電
子写真技術を駆使した昇華転写プリンタやセラミック用途向けデカールプリンタとし
て新たな分野への改革と付加価値の高い製品として、普及に努めております。更に中
期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネ
スアプリケーションに挑む方向で具体的な組織づくりを行ってまいります。また、長
期的には他分野での事業展開を行なう上で、技術パートナーとの協調も視野に入れる
等、より広い分野での更なる検討を進めてまいります。

（6） 固定資産の有効活用
生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力し
てまいります。設備投資につきましては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要
となり、初期投資だけでない維持・運用のための財務的な負担も考慮し、自社の設備
保全に要するコストを削減し、かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を
向上させる方法を検討してまいります。
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（7） 資金繰りについて
事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資金の安定的な確保
と維持に向け、グループ内の資金を最大限に有効活用してまいります。現状におきま
しては、厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断しておりま
す。なお、取引金融機関に対しましては、引き続きご協力を賜りますよう協議を進め
てまいります。

以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、
積極的に実施してまいります。
現在これらの対応策を進めておりますが、これらの改善策を実施してもなお、当社におけ
る今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済環境に左右され確信でき
るものではなく、また、売上高の回復が資金計画にも重要な影響を与えること等から、現時
点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社の計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続企
業の前提に関する重要な不確実性の影響は計算書類及びその附属明細書に反映しておりませ
ん。
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Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
①子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

②その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

（2）デリバティブ
時価法

（3）たな卸資産
製品・仕掛品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）
原材料
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定）

貯蔵品
最終仕入法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）
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２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。
建 物 ５年～50年
機 械 装 置 ７年
工具器具備品 ２年～10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法で償却しております。

（3）賃貸用不動産
平成10年３月31日以前に取得したもの
定率法によっております。
なお、主な耐用年数は50年であります。

（4）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

（2）投資損失引当金
子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、その必要額
を計上しております。

（3）賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上
しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
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①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。

（5）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（2）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。

（3）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省令第５号 平成30
年３月26日)を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分
に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 687,400千円
長期金銭債権 208,834千円
短期金銭債務 117,196千円
長期金銭債務 191,124千円
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２．固定資産の減価償却累計額
有形固定資産 4,016,496千円
投資その他の資産（賃貸用不動産） 422,180千円

３．輸出手形割引高 21,007千円
　４．期末日満期手形の処理

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末
残高に含まれております。
　受取手形 415千円
　支払手形 123,498千円

　
Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引による取引高
売 上 高 4,089,125千円
仕 入 高 2,416,191千円
材料有償支給高 13,090千円
支 払 家 賃 等 3,216千円
そ の 他 794千円
営業取引以外の取引による取引高
不動産賃貸収入 19,599千円
受 取 配 当 金 313,117千円
支 払 利 息 1,807千円
貸倒引当金戻入益 23,217千円

　
Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 適 用

自 己 株 式
普 通 株 式 204,526株 17株 184,074株 20,469株

合 計 204,526株 17株 184,074株 20,469株
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(注) １. 平成30年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施して
おります。

２. 普通株式の自己株式に係る増加17株は、単元未満株式の買取による増加であります。
３. 普通株式の自己株式に係る減少184,074株は、株式併合による減少であります。

Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,424千円
賞与引当金 12,780千円
未払費用 1,687千円
未払事業所税 1,120千円
たな卸資産 73,748千円
一括償却資産損金算入限度超過額 169千円
投資有価証券評価損 714,110千円
ゴルフ会員権評価損 4,050千円
貸倒引当金繰入限度超過額 63,945千円
役員退職慰労引当金 38,570千円
減損損失 52,648千円
投資損失引当金 7,624千円
繰越欠損金 2,366,531千円
その他 2,962千円

小 計 3,343,368千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,366,531千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △976,837千円
評価性引当額小計 △3,343,368千円

繰 延 税 金 資 産 計 ― 千円
繰延税金負債
前払年金費用 △5,928千円

繰 延 税 金 負 債 計 △5,928千円
差引繰延税金負債の純額 △5,928千円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）
　

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

株式会社
三桂製作所

(被所有)
直接33.7％

資金の調達

役員の兼任

借入金の返済
注1 72,000 ― ―

― ― 一年内返済予定
の長期借入金 72,000

長期借入金 144,000

利息の支払
注1 1,807 未 払 利 息 244

　

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 借入金の金利につきましては、市場金利を参考にした上、両社合意のもとに決定し

ております。
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２．子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

台湾三桂股
份有限公司

所有
直接100.0％

当社製品の製造
及 び 販 売
役員の兼任

原材料の
有償支給 注1 13,090 未収入金 176,981

当社製品
の仕入 注1 2,255,857 買掛金 6,319

株式会社
ケイアイピー

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 41,381 売掛金 5,051

KIP America,
Inc.

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 2,702,470 売掛金 83,487

原材料
の購入 注1 22,991 買掛金 3,543

KIP Europe
S.A.S.

所有
間接100.0％ 役員の兼任

資金の援助

債権放棄
注5 225,680 長期未収入金 208,834

貸倒引当金
注2 208,834

資金の回収
注3

引当金の戻入
注2

6,773

6,773

長期貸付金 ―

貸倒引当金
注2 ―

KIP Europe
Holding S.A.

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の援助

増資の引受
注4 127,705 ― ―

KIP UK Ltd. 所有間接100.0％ 当社製品の販売 当社製品
の販売 注1 687,046 売掛金 241,641

関連
会社

KIP (HONG KONG)
LTD.

所有
直接30.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 500,221 売掛金 127,152

　

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉に

より決定しております。
注2 KIP Europe S.A.S.の貸倒引当金は、貸付金及び長期未収入金に対するものでありま

す。
当事業年度において、資金の回収に伴う貸倒引当金戻入益6,773千円、貸付金及び
売掛金の評価見直しに伴う貸倒引当金戻入益16,444千円が発生し、営業外収益に
23,217千円の貸倒引当金戻入益を計上しております。
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注3 業績不振である関係会社への救済目的の為、無利息で貸付けております。
注4 KIP Europe Holding S.A.が行った増資を引き受けたものであります。
注5 業績不振である関係会社への救済目的の為、債権放棄したものであります。なお、

債権放棄額の全額について、前事業年度までに貸倒引当金を計上済であります。
　
３．兄弟会社等

（単位：千円）
　

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社の
子会社

新潟三桂
株式会社 ― 建物の賃借

本社建物の賃借
注1 168,780 ― ―

敷金の支払 ― 敷 金 561,069
　

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 本社建物の賃借料につきましては、不動産鑑定士の鑑定結果を参考にして交渉によ

り決定しております。
　
Ⅷ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けております。また、従
業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ
れない割増退職金を支払う場合があります。

　
２．退職給付債務に関する事項（平成31年３月31日現在）
イ．退職給付債務 △768,650千円
ロ．年金資産 982,917千円
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 214,267千円
ニ．未認識数理計算上の差異 △194,906千円
ホ．前払年金費用（ハ＋ニ） 19,360千円
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３．退職給付費用に関する事項（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日）
イ．勤務費用 △30,357千円
ロ．利息費用 △7,776千円
ハ．期待運用収益 20,310千円
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 12,681千円
ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） △5,142千円

　
４．退職給付債務の計算基礎
イ．退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
ロ．割引率 0.9％
ハ．長期期待運用収益率 2.0％
ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年

　
Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,880円78銭
１株当たり当期純損失(△) △303円87銭

(注) 平成30年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しておりま
す。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり当期純損失金額を算
定しております。

　
　
　
　
　
　
　
（注） 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びそれらの注記の記載金額について

は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和元年５月16日

桂 川 電 機 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 野 健 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 下 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、桂川電機株式会社の平成30年４月１日か
ら平成31年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において営業損失及び当期純損
失を計上している。当事業年度においても、営業損失６億95百万円及び当期純損失４億65百万円を計上し
ている状況であること等から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してお
り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対
応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類及びその附属明
細書は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類及びその附属明
細書に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て、会社法施行規則 第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（ 内部統制システム ）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（ 会社計算規則第
131条各号に掲げる事項 ）を「 監査に関する品質管理基準」（ 平成17年10月28日企業会計審議
会 ）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和元年５月17日
桂川電機株式会社 監査役会
常勤監査役 山 下 晃 弘 ㊞
監 査 役 太 田 義 弘 ㊞
監 査 役 秋 元 弘 光 ㊞

（注） 監査役 太田 義弘、秋元 弘光は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役で
あります。

　

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 取締役７名選任の件
　取締役全員(５名)は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、経営体制の一層の強化を図るため、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　当社においては、月に２回の取締役会を開催しており、当社事業に精通した社内出身者で
ある取締役により議案に対する審議を尽くすことを通じて実質的な監督機能を十分に果たし
ております。社外取締役の就任によって、その機動性が損なわれ、監督機能が低下する可能
性があります。また、画像情報機器に関する高度な専門知識が必要な内容を取締役会の場で
議論しており、社外取締役の就任によって、意思決定の迅速性を阻害される可能性がありま
す。
　一方、当社としましては、当社経営者から独立した立場からの経営への助言や監督を強化
するための社外取締役の選任のメリットについても認識し、現在、社外取締役の選任に向け
て適任者の選定を行なっております。現時点で法令上の要件を充足し、かつ、当社事業を理
解し経営への助言や監督の任務を遂行しうる適任者の方の選定に至っておりません。現状に
おいて当社が求める的確性を欠く方を社外取締役に選任することは、当社経営に悪影響を与
える可能性があり、相当でないと判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

１

渡 邉 正 礼
(昭和15年11月３日生)

昭和 39年４月 当社入社
昭和 58年６月 常務取締役
昭和 62年６月 専務取締役
平成 ７年10月 代表取締役社長

現在に至る

（重要な兼職の状況）
㈱ケイアイピー代表取締役社長
桂新電機㈱代表取締役社長
台湾三桂股份有限公司董事長
KIP America, Inc.取締役会長
KIP Business Solution Korea Ltd. 代表取締役社長

149,699株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

２

朝 倉 敬 一
(昭和28年11月24日生)

昭和 52年４月 ㈱三桂製作所入社
昭和 54年１月 当社入社
平成 12年９月 特殊機器開発事業本部長
平成 15年６月 取締役特殊機器開発事業本部長
平成 18年10月 取締役事務機事業本部長
平成 19年６月 常務取締役事務機事業本部長
平成 21年４月 常務取締役事務機事業本部長兼モーター事

業本部長
平成 25年１月 常務取締役販売管理本部長兼モーションデ

バイス事業本部長
現在に至る

1,000株

３

佐 合 有 司
(昭和35年12月11日生)

昭和 58年４月 ㈱三桂製作所入社
平成 ４年４月 当社入社
平成 12年９月 営業本部アジア販売部長
平成 15年６月 取締役営業本部アジア販売部長
平成 16年７月 取締役営業本部アメリカ販売部長兼アジア

販売部長
平成 18年10月 取締役営業本部長
平成 21年８月 取締役営業統括本部長
平成 25年１月 取締役グローバルセールス＆マーケッティ

ング本部長
平成 31年４月 取締役グローバルセールス＆マーケティン

グ統括本部長
現在に至る

（重要な兼職の状況）
KIP Europe Holding S.A.取締役社長

100株

４

嶋 崎 壽 夫
(昭和29年10月29日生)

昭和 52年４月 当社入社
平成 12年９月 特殊機器開発事業副本部長
平成 15年10月 特殊機器開発副本部長
平成 18年10月 特殊機器開発本部長
平成 19年６月 取締役特殊機器開発本部長
平成 23年11月 取締役新規事業本部長
平成 28年４月 取締役リーガル＆テクニカルインフォメー

ション統括本部長兼事業戦略推進室長
平成 30年４月 取締役業務管理本部長兼事業戦略推進室長
平成 31年４月 取締役業務管理統括本部長兼事業戦略推進

室長
現在に至る

100株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

５

橘 高 英 治
(昭和29年７月30日生)

平成 14年10月 当社入社
平成 15年10月 技術開発推進本部長付
平成 19年６月 取締役技術開発推進副本部長
平成 23年11月 取締役技術開発本部長
平成 28年４月 取締役技術開発本部長兼先行技術研究本部

長
平成 31年４月 取締役技術･品質統括

現在に至る

100株

６

鈴 木 真
(昭和39年10月25日生)
（ 新 任 ）

昭和 62年４月 当社入社
平成 25年１月 事務機事業本部長代理
平成 25年７月 事務機事業本部長
平成 30年４月 事務機事業本部長兼製品開発管理部長
平成 31年４月 製品開発本部長

現在に至る

－株

７

田 代 雅 也
(昭和51年２月12日生)
（ 新 任 ）

平成 20年３月 当社入社
平成 27年４月 販売管理本部長代理
平成 28年４月 販売管理本部長代理兼先行技術研究本部長

代理
平成 29年７月 先行技術研究本部長兼販売管理本部長代理

現在に至る

－株

　

（注） 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査役１名選任の件
監査役太田義弘氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

　

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数
太 田 義 弘
(昭和27年10月25日生)

平成 18年５月 ㈱三桂製作所入社
平成 18年６月 ㈱三桂製作所取締役
平成 24年９月 ㈱三桂製作所常務取締役
平成 27年６月 当社監査役

現在に至る

（重要な兼職の状況）
株式会社三桂製作所専務取締役
新潟三桂株式会社取締役

－株

　

（注）1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 太田義弘氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者であり、東京証券取引所に独立役員
として届け出ております。

3. 社外監査役候補者の選任理由について
経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくために、社外監査役とし
て選任をお願いするものであります。

4. 太田義弘氏の社外監査役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年06月05日 13時39分 $FOLDER; 58ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 59 ―

株 主 メ モ
　

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

同総会議決権行使
株 主 確 定 日 ３月31日

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ３月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 中間配当を行う場合は９月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
電話: 0120－232－711 （通話料無料）
受付時間: 土・日・祝祭日を除く平日９時～17時

郵送先: 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 株式会社東京証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）

公 告 方 法
電子公告により、
当社ホームページ http://www.kiphq.co.jp/ に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ
たときは、日本経済新聞に掲載いたします。

単 元 株 式 数 100株

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座

管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合
わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意くだ
さい。

２．特別口座に記載された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合わせくだ
さい。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
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←至多摩川
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セブンイレブン

セブン
イレブン

さわやか信金

諏訪神社

都湯

西友

六所神社
下丸子公園前
交差点

下丸子４丁目
交差点

マ
ク
ド
ナ
ル
ド

キヤノン㈱

下丸子公園

オリン
ピック

桂川電機㈱
下丸子本社

第74回定時株主総会会場ご案内図
　

　
会場 東京都大田区下丸子四丁目21番１号

　
桂川電機株式会社下丸子本社
TEL 03-3758-0181㈹

　
　

　

　
　

交通機関
●東急多摩川線 下丸子駅下車徒歩約８分
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